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１　予算の規模

■ 予算総計表

令和３年度 令和２年度 増減額 伸率

25,356,000 26,108,000 △ 752,000 △ 2.9

13,760,675 14,277,995 △ 517,320 △ 3.6

国民健康保険 6,440,407 6,501,421 △ 61,014 △ 0.9

後期高齢者医療 2,036,345 2,156,133 △ 119,788 △ 5.6

介護保険 5,205,434 5,530,004 △ 324,570 △ 5.9

三ケ峯台団地汚水処理事業 9,422 9,556 △ 134 △ 1.4

南山エピック団地汚水処理事業 10,505 8,221 2,284 27.8

五色園団地汚水処理事業 58,562 72,660 △ 14,098 △ 19.4

3,859,084 3,631,811 227,273 6.3

下水道事業 3,859,084 3,631,811 227,273 6.3

42,975,759 44,017,806 △ 1,042,047 △ 2.4合計

（単位：千円、％）

会計名

一般会計

特別会計

企業会計

○令和３年度当初予算は、一般会計・特別会計・企業会計の総額で４２９億

７,５７５万９千円の予算となりました。令和２年度当初予算と比較すると

１０億４，２０４万７千円、２．４％の減少となります。

○一般会計では、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、個人市民税や

法人市民税が減収すると見込む一方で、既存事業の手法の合理化や運用の工

夫・改善を図り、「ビルド・アンド・スクラップ」により、限られた財源を

最大限に有効活用し、基金や市債についても積極的に活用しています。

○特別会計では、介護サービスの利用控え等を考慮した見込み量の減少などに

より、介護保険が減少しています。

〇下水道事業は、令和２年度から日進市下水道事業特別会計と日進市農業集落

排水処理施設事業特別会計を合わせて公営企業会計へ移行しています。
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■ 最近１０年間の予算額の推移

※公営企業会計へ移行された下水道事業は切り離しています。
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２　歳入の状況（一般会計）

■ 歳入款別一覧表

款 款名称 令和３年度 令和２年度 増減額 伸率
３年度
構成比

２年度
構成比

1 市税 14,841,058 15,600,150 △ 759,092 △ 4.9 58.5 59.8

2 地方譲与税 181,300 228,300 △ 47,000 △ 20.6 0.7 0.9

3 利子割交付金 11,000 16,000 △ 5,000 △ 31.3 0.0 0.1

4 配当割交付金 100,000 99,000 1,000 1.0 0.4 0.4

5 株式等譲渡所得割交付金 64,000 64,000 0 0.0 0.3 0.2

6 法人事業税交付金 71,000 66,000 5,000 7.6 0.3 0.2

7 地方消費税交付金 1,500,000 1,690,000 △ 190,000 △ 11.2 5.9 6.5

8 ゴルフ場利用税交付金　 1,600 1,600 0 0.0 0.0 0.0

9 環境性能割交付金 43,000 40,000 3,000 7.5 0.2 0.2

10 地方特例交付金 188,000 117,000 71,000 60.7 0.7 0.4

11 地方交付税 40,000 40,000 0 0.0 0.2 0.2

12 交通安全対策特別交付金 10,000 11,000 △ 1,000 △ 9.1 0.0 0.0

13 分担金及び負担金 152,373 175,511 △ 23,138 △ 13.2 0.6 0.7

14 使用料及び手数料 358,926 356,038 2,888 0.8 1.4 1.4

15 国庫支出金　 3,467,688 3,299,818 167,870 5.1 13.7 12.6

16 県支出金　 1,957,351 1,964,776 △ 7,425 △ 0.4 7.7 7.5

17 財産収入　 14,538 20,157 △ 5,619 △ 27.9 0.1 0.1

18 寄附金　 100,505 60,005 40,500 67.5 0.4 0.2

19 繰入金　 915,332 813,239 102,093 12.6 3.6 3.1

20 繰越金　 300,000 300,000 0 0.0 1.2 1.1

21 諸収入 852,329 815,406 36,923 4.5 3.4 3.1

22 市債 186,000 330,000 △ 144,000 △ 43.6 0.7 1.3

25,356,000 26,108,000 △ 752,000 △ 2.9 100.0 100.0

自主財源 17,535,061 18,140,506 △ 605,445 △ 3.3 69.2 69.5

依存財源 7,820,939 7,967,494 △ 146,555 △ 1.8 30.8 30.5

一般財源 18,347,838 19,062,926 △ 715,088 △ 3.8 72.4 73.0

特定財源 7,008,162 7,045,074 △ 36,912 △ 0.5 27.6 27.0

（単位：千円、％）

合計

内
　
訳
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■ 対前年度増減比較

自主財源

69.2%

依存財源

30.8%

歳入予算額構成比

予算額
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〇地方消費税交付金は、新型コロナウイルス感染症の影響による景気の悪化により、１億

９千万円、１１．２％の減少となります。

〇自主財源比率は、自主財源の繰入金や寄附金などが増加したものの、市税の減少などが

上回り、０．３ポイント減少の６９．２％、一般財源比率は、０．６ポイント減少の７

２．４％となります。
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３　市税の状況（一般会計）

■ 市税内訳表

令和３年度 令和２年度 増減額 伸率
３年度
構成比

２年度
構成比

6,922,468 7,172,889 △ 250,421 △ 3.5 46.6 46.0

387,937 654,448 △ 266,511 △ 40.7 2.6 4.2

6,469,045 6,705,238 △ 236,193 △ 3.5 43.6 43.0

土地 2,745,195 2,733,999 11,196 0.4 18.5 17.5

家屋 2,920,525 2,987,513 △ 66,988 △ 2.2 19.7 19.2

償却資産 758,450 937,972 △ 179,522 △ 19.1 5.1 6.0

滞納繰越分 31,653 32,513 △ 860 △ 2.6 0.2 0.2

国有資産等 13,222 13,241 △ 19 △ 0.1 0.1 0.1

150,245 145,172 5,073 3.5 1.0 0.9

335,000 337,100 △ 2,100 △ 0.6 2.3 2.2

2 2,501 △ 2,499 △ 99.9 0.0 0.0

576,361 582,802 △ 6,441 △ 1.1 3.9 3.7

14,841,058 15,600,150 △ 759,092 △ 4.9 100.0 100.0

■ 最近１０年間の市税の当初予算計上額の推移

（単位：千円、％）
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○市税の総額は、１４８億４，１０５万８千円で、前年度と比べて、７億５，

９０９万２千円、４．９％の減少となります。

○個人市民税は、新型コロナウイルス感染症の影響による個人所得の減少を見

込み、２億５，０４２万１千円、３．５％の減少となります。

○法人市民税は、新型コロナウイルス感染症の影響による企業業績の悪化を見

込み、２億６，６５１万１千円、４０．７％の減少となります。

○固定資産税は、新型コロナウイルス感染症の影響を配慮し、評価替えにより

税額が増加した土地について、前年度の税額に据え置く措置などにより、２

億３，６１９万３千円、３．５％の減少となります。

○軽自動車税は、引き続き登録台数が増加傾向にあることから、５０７万３千

円、３．５％の増加となります。

○都市計画税は、固定資産税と同様の理由により、６４４万１千円、１．１％

の減少となります。

個人市民税 46.6%

法人市民税 2.6%

固定資産税 43.6%

都市計画税 3.9%

軽自動車税 1.0%

市たばこ税 2.3%
その他 0.0%

市税内訳
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４　歳出の状況（一般会計）

■ 歳出款別一覧表（一般会計）

款 款名称 令和３年度 令和２年度 増減額 伸率
３年度
構成比

２年度
構成比

1 議会費 257,968 261,037 △ 3,069 △ 1.2 1.0 1.0

2 総務費 2,653,531 2,690,929 △ 37,398 △ 1.4 10.5 10.3

3 民生費　 12,486,750 12,517,975 △ 31,225 △ 0.2 49.2 48.0

4 衛生費　　　　　 2,224,352 2,332,586 △ 108,234 △ 4.6 8.8 8.9

5 労働費 3,883 3,778 105 2.8 0.0 0.0

6 農林水産業費　 119,915 146,550 △ 26,635 △ 18.2 0.5 0.6

7 商工費　 277,720 273,839 3,881 1.4 1.1 1.0

8 土木費　　　　 2,184,087 2,809,269 △ 625,182 △ 22.3 8.6 10.8

9 消防費　　 999,945 918,423 81,522 8.9 3.9 3.5

10 教育費　 2,953,934 2,942,086 11,848 0.4 11.6 11.3

11 災害復旧費　 6 6 0 0.0 0.0 0.0

12 公債費　 1,139,997 1,176,330 △ 36,333 △ 3.1 4.5 4.5

13 諸支出金　 3,912 5,192 △ 1,280 △ 24.7 0.0 0.0

14 予備費　 50,000 30,000 20,000 66.7 0.2 0.1

25,356,000 26,108,000 △ 752,000 △ 2.9 100.0 100.0

0

（単位：千円、％）

合計
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議会費 2,792
総務費 28,722

民生費 135,158衛生費

24,077
労働費

42

農林水産業費

1,298

商工費 3,006

土木費 23,641

消防費 10,824

教育費 31,974

公債費

12,339

その他

584

１人あたりの歳出内訳

予算額(１人あたり) 274,457円

※令和3年1月1日人口：92,386人

（単位：円）

○総務費は、衆議院議員選挙及び最高裁判官国民審査事務が皆増したものの、国勢調

査の皆減や公用車管理事務の減少などにより、３，７３９万８千円、１．４％の減

少となります。

○民生費は、放課後子ども総合プラン施設整備事業が皆増したものの、特別会計の基

金活用等による、国民健康保険特別会計繰出金の減少などにより、３，１２２万５

千円、０．２％の減少となります。

○衛生費は、南部浄化センター整備事業負担金や予防接種推進事業が減少したことな

どにより、１億８２３万４千円、４．６％の減少となります。

○農林水産業費は、田園フロンティアパーク本郷農園用地購入が皆減したことなどに

より２，６６３万５千円、１８．２％の減少となります。

○土木費は、香久山西部土地区画整理組合推進支援事業等が増加したものの、道の駅

整備事業における土地購入が減少したことなどにより、６億２，５１８万２千円、

２２．３％の減少となります。

○消防費は、防災情報システム等維持整備事業が増加したことなどにより、８，１５

２万２千円、８．９％の増加となります。

○教育費は、小学校教科書改訂用消耗品費が減少、総合運動公園再生整備工事が皆減

したものの、ＧＩＧＡスクール構想によるコンピュータ機器等借上料の増加などに

より、１，１８４万８千円、０．４％の増加となります。

○公債費は、平成１２年度に借入れた野方三ツ池公園整備事業や平成１７年度に借入

れた上納池スポーツ公園整備事業の起債償還などが令和２年度で終わることなどに

より、３，６３３万３千円、３．１％の減少となります。
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５　歳出性質別の状況（一般会計）

■ 歳出性質別一覧表（一般会計）

令和３年度 令和２年度 増減額 伸率
３年度
構成比

２年度
構成比

義務的経費 12,680,688 12,353,753 326,935 2.6 50.0 47.3

人件費 5,241,914 5,148,644 93,270 1.8 20.7 19.7

扶助費 6,298,777 6,028,779 269,998 4.5 24.8 23.1

公債費 1,139,997 1,176,330 △ 36,333 △ 3.1 4.5 4.5

投資的経費 751,761 1,557,933 △ 806,172 △ 51.7 3.0 6.0

普通建設費 751,755 1,557,927 △ 806,172 △ 51.7 3.0 6.0

災害復旧費 6 6 0 0.0 0.0 0.0

その他の経費 11,923,551 12,196,314 △ 272,763 △ 2.2 47.0 46.8

物件費 6,273,564 6,313,815 △ 40,251 △ 0.6 24.7 24.2

維持補修費 222,000 249,128 △ 27,128 △ 10.9 0.9 1.0

補助費等 3,115,424 2,367,819 747,605 31.6 12.3 9.1

積立金 3,916 13,497 △ 9,581 △ 71.0 0.0 0.1

投資・出資・貸付金 120,001 120,001 0 0.0 0.5 0.5

繰出金 2,138,646 3,102,054 △ 963,408 △ 31.1 8.4 11.8

予備費 50,000 30,000 20,000 66.7 0.2 0.1

25,356,000 26,108,000 △ 752,000 △ 2.9 100.0 100.0

■ 最近１０年間の義務的経費の当初予算計上額の推移

（単位：千円、％）

令和２年度から会計年度任用職員制度の導入により人件費が上昇しています。
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■ 対前年度増減比較

○義務的経費（人件費、扶助費、公債費の３つを指し、支出が義務づけられ任意に削減できない経

費）は、３億２，６９３万５千円、２．６％の増加となります。

○義務的経費が増加した主な理由は、公債費が減少したものの、人件費が会計

年度任用職員の増加などにより、９，３２７万円、１．８％増加し、扶助費

が施設型給付費の増加などにより、２億６，９９９万８千円、４．５％増加

したことなどによるものです。

○近年の義務的経費は、扶助費の増加に伴い、平成２７年度から増加しており

上昇傾向となっています。

○近年の投資的経費は、社会保障関係経費等の経常経費の増加に伴い、大幅に

減少しています。令和３年度は、香久山西部区画整理組合補助金や放課後子

ども総合プラン施設整備事業などの増加があるものの、道の駅用地購入費の

減少などにより減少しています。

○その他の経費が減少した主な理由は、繰出金が国民健康保険特別会計運用基

金の活用を行っていることや、介護保険特別会計において、介護サービス見

込み量の減少を見込んでいることなどによるものです。
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６　基金の状況（一般会計）

　

■ 基金残高表

基金名称
令和２年度末
残高見込み

令和３年度
繰入予定額

令和３年度
積立予定額

（元金＋利子）

令和３年度末
残高見込み

財政調整基金 2,764,927 705,182 271 2,060,016

減債基金 13,540 0 24 13,564

公共施設整備基金 1,957,347 70,457 3,007 1,889,897

庁舎建設基金 130,079 0 144 130,223

地域福祉基金 257,714 10,275 424 247,863

一般廃棄物処理施設等整備基金 121,843 106,960 0 14,883

森林環境譲与税基金 11,300 10,351 0 949

東部丘陵保全基金 14,496 1,803 1 12,694

災害対策基金 145,707 10,301 45 135,451

合計 5,416,953 915,329 3,916 4,505,540

■ 最近１０年間の基金繰入金の当初予算計上額の推移

（単位：千円）
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その他

公共施設整備基金

財政調整基金

百万円

年度

○令和３年度の基金からの繰入金は、前年度比較で１億２０９万３千円、１

２．６％増加し、９億１，５３２万９千円となります。

○このうち、財源不足に対応するために財政調整基金からは前年度比較で２

億７，５５３万３千円、６４．１％増加の７億５１８万２千円を繰り入れ

ます。また、公共施設整備基金からは公共施設の修繕予算枠工事に充てる

ため、７，０４５万７千円を繰り入れます。

○前年度からの繰越金による歳入増額や入札残・執行残による歳出減額等が

見込まれるため、実際に取り崩す額は、当初予算計上額より減少する見込

みです。
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７　地方債の状況（一般会計）

■ 最近１０年間の市債（歳入）の当初予算計上額の推移

■ 最近１０年間の市債残高（見込み）の推移

※令和２年度及び令和３年度の残高は見込みです。
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市債残高のうち赤字地方債

市債残高のうち建設地方債

年度

0

500

1,000

1,500

2,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

百万円
市債発行額のうち赤字地方債

市債発行額のうち建設地方債

年度

○市債には、主として保育園や学校など公共施設を整備するための財源とし

て借入れるもの（建設地方債）と、一般財源の不足を補い、どのような経

費にも充てられるもの（赤字地方債）があります。

○令和３年度は、香久山西部土地区画整理組合推進支援事業、防災情報シス

テム等維持整備事業及び放課後子ども総合プラン施設整備事業の財源の一

部として、建設地方債を充当します。

〇上記事業の財源として、１億８，６００万円を計上しており、建設地方債

は、前年度比較で１億４，４００万円の減少となります。

○市債の残高は、「竹の山小学校・日進北中学校」の用地取得を行った平成

２１年度の約１７５億円をピークに少しずつ減少傾向にあり、令和３年度

末時点では、約７８億２，７００万円となる見込みです。

○市債残高のうち、臨時財政対策債等の赤字地方債の残高は、普通地方交付

税不交付団体が継続する限り、減少することが見込まれます。

7,8278,627
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８　都市計画税充当事業

■ 都市計画税充当表

国県
支出金

市債 一般財源

８
土木費

４
都市計
画費

３
土地区画
整理費

日進駅西土地区画
整理組合推進支援
事業

24,000 8,000 0 16,000 12,339

赤池箕ノ手土地区
画整理組合推進支
援事業

11,155 0 0 11,155 8,602

香久山西部土地区
画整理組合推進支
援事業

146,300 48,766 87,000 10,534 8,123

４
下水道費

下水道事業会計繰
出金

675,689 0 0 675,689 521,031

１２
公債費

１
公債費

１
元金

公園整備事業償還
金元金

32,040 0 0 32,040 24,705

２
利子

公園整備事業償還
金利子

2,025 0 0 2,025 1,561

合計 891,209 56,766 87,000 747,443 576,361

一般財源
のうち
都市計画
税充当額

(単位：千円）

款 項 目 事業名 予算額

財源内訳

○都市計画税は、市街化区域内に所在する土地又は家屋の所有者に対して課

すことができる目的税です。都市計画事業又は土地区画整理事業に要する

経費に充当します。

○街路整備事業、土地区画整理組合補助等事業、下水道事業会計への繰出金

のほか、平成１５～１８年度に借り入れた上納池スポーツ公園整備事業、

平成１９～２１年度に借り入れた街区公園整備事業の市債の元利償還金に

も充当しています。

○充当金額は、５億７，６３６万１千円となっています。
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９　森林環境譲与税充当事業

■森林環境譲与税充当表

■森林環境譲与税基金充当表

46,920 39,000 20,626 10,351
3
民生費

2
児童福
祉費

1
児童福
祉総務
費

放課後子ども総合
プラン施設整備事
業

106,546

財源内訳
その他
のうち

森林環境
譲与税基金

充当額

国県
支出金

市債 その他

款 項 目 事業名 予算額

款 項 目 事業名 予算額

6
農林水
産業費

2
林業費

1
林業振
興費

森林保全保護事
業

2,937

一般財源
のうち

森林環境
譲与税充

当額

国県
支出金

市債 一般財源

0

財源内訳

0 2,937 2,636

0 4,201 3,770

0 0 2,111 1,894

10
教育費

2
小学校
費

1
学校管
理費

10
教育費

3
中学校
費

1
学校管
理費

中学校管理事業 2,111

小学校管理事業 4,201

0

0

0 9,249 8,300合計 9,249

○森林環境譲与税は令和元年度から創設された目的税です。森林を守るため

の財源として、市町村が行う森林整備やその促進に関する費用等に充てる

こととされています。

○小学校管理事業、中学校管理事業における、学校の机・いすの購入の一部

に充てるほか、日進市と木祖村の連携による「平成日進の森林」づくりに

充てます。

〇令和２年度までに積み立てた森林環境譲与税基金を繰入れ、放課後子ども

総合プラン施設整備事業に充当します。
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１０　地方消費税交付金充当事業

■ 引上げ分の地方消費税交付金充当表

一般財源のう
ち引上げ分の
地方消費税交
付金充当額

国県
支出金

社
会
福
祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

生活保護扶助事業

小計

その他
特定財源

一般財源

財源内訳

事業名 予算額

(単位：千円）

小計

保
健
衛
生

後期高齢者医療事業

福祉医療事業

疾病予防対策事業

小計

合計

1,230,731

5,240,492

237,249

6,708,472

472,721

684,760

1,157,481

796,015

1,090,898

591,182

2,478,095

10,344,048

社
会
保
険

国民健康保険事業

介護保険事業

92,139

300,876

15,090

811,521

3,161,103

186,102

4,158,726

184,051

408,105

4,786,771

0

294,794

1

294,795

0

0

0

0

24,403

5,009

29,412

324,207

35,889

219,940

703,876

765,619

571,083

419,210

1,784,595

51,146

2,254,951

288,670

2,040,578

5,233,070

65,543

279,018

7,997

352,558

45,133

101,450

146,583

110,050

119,703

89,288

319,041

818,182

648,871

937,541

○消費税率（国・地方）が令和元年１０月１日に１０％へ引き上げられたこと

により、地方消費税率についても１．７％から２．２％に引き上げられまし

た。また、令和３年度の地方消費税交付金は２２分の１２に相当する額を社

会保障経費に充てることになります。

○地方消費税率引上げ分の税収は、その使途を明確にし、主として今後も増加

が見込まれる社会保障経費の財源とすることとされています。

○引上げ分の地方消費税収は、障害者福祉事業、児童福祉事業（公立保育園管

理運営事業、幼児教育・保育無償化事業含む）、生活保護扶助事業などの

「社会福祉」や、国民健康保険事業、介護保険事業などの「社会保険」、後

期高齢者医療事業、福祉医療事業、疾病予防対策事業などの「保健衛生」に

係る事業に充当しています。

○令和３年度の地方消費税交付金は、１５億円となっており、そのうち、社会

保障財源分は８億１，８１８万２千円となっています。
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１１　一般会計予算を家計に例えると

ローンの返済

医療費

食費

費目

給料

合計

家族への援助

貯金

保険料・税金・
親戚や友人への援助

消耗品・光熱水費・備品購入　等

自宅の修繕、増改築

予備費

親からの援助

（単位：円）

（単位：円）

比較

25,000

46,000

△ 5,000

△ 16,000

15,000

8,000

地方譲与税、交付税、交付
金、国・県支出金

45,000

0

57,000

補助費等、投資・出資・貸
付金

積立金

予備費

普通建設費、維持補修費

人件費

6,000

1,000

0

△ 16,000

157,000

予算科目

公債費

扶助費

物件費

81,000

0

24,000

0

令和3年度

29,000

107,000

112,000

34,000

40,000

132,000

158,000

平成28年度

412,000

147,000

0

579,000

平成28年度

73,000

70,000

1,000

142,000

費目 令和3年度 予算科目

5,000

繰入金（基金）

市債

合計 636,000

家族からの援助 0 繰入金（他会計）

貯金の取り崩し 22,000

ローン

16,000

4,000

比較

5,000

57,000

0

417,000
市税、負担金、使用料、手
数料等の自主財源

192,000

54,000 繰出金（他会計）

579,000636,000

1,000

市の予算書等を見ても、金額が多いうえ言葉も専門的で分かりにくいとい
う方にも、より身近に感じていただけるように、令和３年度一般会計の当初
予算を年収５００万円の１ヶ月あたりの家計収支に例えて、５年前の平成２
８年度の当初予算と比較してみました。

収 入

支 出

月給417,000円に対し、支出総額は636,000円もあります。支出の内訳をみると、最
も多額になっているのは、医療費の158,000円です。
また、簡単に削ることのできない食費、医療費、ローンの返済をあわせると319,000
円になります。

なお、月額の支出合計が月給を上回ることから、その不足分を親からの援助、貯金

の取り崩し、ローンなどで補っています。
平成28年度と比較すると、支出では、ローンの返済と自宅の修繕、増改築、家族へ
の援助が減少しており、他の費用は増加しています。また、収入では、給料は増加し
ていますが、親からの援助や貯金の取り崩しも増加していることが分かります。
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貯金残高

借金残高

費目

（単位：円）

年度末市債残高

年度末基金残高

2,355,000

1,355,000 1,167,000

△ 1,321,000

188,000

3,676,000

内容比較令和3年度 平成28年度

借金及び貯金残高の見込

当初の予定通りに収入や支出が行われると、令和３年度末時点での借金残高が
2,355,000円、貯金残高が1,355,000円となります。
平成28年度と比較すると借金残高は減少し、貯金の残高が増加していることが分か
ります。
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１２　主要事業一覧

１　健やかに暮らす

２　安全・安心を高める

３　暮らしやすいまちを創る

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

１　地域福祉 地域福祉推進事業（ぷらっとホーム事業） 3,896 地域福祉課

子育て支援課 22

母子等生活支援事業 16,946 子育て支援課 23

21

2　子育て・子育ち
支援

子ども・子育て支援事業（子育てアプリ運
用事業）

440 子育て支援課 21

放課後子ども総合プラン施設整備事業 106,546

公立保育園管理運営事業（休日等保育事
業）

4,644 こども課 23

保健センター運営事業（オンライン相談事
業）

245 健康課 24

母子健康推進事業（多胎児支援事業等） 810 健康課 24

5　成人保健 健康づくり事業（健康マイレージ事業等） 2,857 健康課

地域福祉課 26

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

25

7　社会保障
子ども・ひとり親家庭等医療費支給事業 698,482 保険年金課 25

生活困窮者自立支援事業 17,646

27

9　消防・救急 常備消防事業 860,815 防災交通課 27

8　防災・危機管理 防災情報システム等維持整備事業 74,124 防災交通課

28

交通安全対策事業 13,000 道路建設課 29

10　交通安全・防
犯・消費者行政

交通安全推進事業 5,917 防災交通課 28

消費生活支援事業 3,157 市民協働課

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

11　道路

道路改良事業 101,250 道路建設課

スマートインターチェンジ整備事業 162,689 基幹施設整備課 31

30

道路長寿命化事業 39,544 道路建設課 30

道の駅整備事業 28,507 基幹施設整備課 32

（仮称）北部土地区画整理組合設立支援事業 6,318 区画整理課

12　公共交通
公共交通対策事業（くるりんばす、地域公
共交通計画等）

181,367 移動政策室 31

赤池箕ノ手土地区画整理組合推進支援
事業

11,155 区画整理課 33

香久山西部土地区画整理組合推進支援
事業

146,300 区画整理課 34

13　住宅・市街地
形成

15　上・下水道 浄化槽汚泥等受入施設整備事業 164,655 環境課 35

香久山西部土地区画整理地区外関連事業 9,845 区画整理課 34

32

日進駅西土地区画整理組合推進支援事
業

24,000 区画整理課 33

拡充

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規

拡 充
ＰＲ事業

新 規

拡 充
ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業
新 規

拡充
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４　産業の魅力を高める

５　学びと文化で未来を創る人財を育てる

６　地域の自治力と行政経営力を高める

　　修繕予算枠

　　主な特別会計・公営企業会計

17　ごみの適正管理と
再資源化の推進

ごみ・資源収集処理事業（一般廃棄物処
理基本計画策定事業）

3,330 環境課 36

16　環境負荷の少な
い地域社会の形成

環境基本計画推進事業（環境基本計画策
定事業）

3,500 環境課 35

37

６次産業化推進事業 350 農政課 37

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

20　農業の振興
農業経営者支援事業 4,211 農政課

38
22　観光まちづくり
の推進 観光振興事業 9,895 産業振興課 39

21　商業の振興

商工業振興事業（商工会経営改善普及事
業補助等）

172,998 産業振興課 38

企業誘致促進事業 1,585 企業誘致室

40

小・中学校管理事業（ＩＣＴ教育環境整備
等）（一部Ｒ２からの繰越含む）

577,980 教育総務課 41

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

23　学校教育

高等学校等補助事業 10,690 教育総務課

小・中学校運営強化事業（水泳授業委託
等）

8,913 学校教育課 42

家庭教育推進事業（地域学校協働活動事
業）

5,414 生涯学習課 43

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

24　生涯学習の推
進 市民会館・ふれあい工房管理運営事業 116,023 生涯学習課 43

44

総合案内・証明書等発行事業（コンビニ証
明書交付事業）

3,058 市民課 45

30　行政運営

議会運営事務（議会映像配信事業） 757 議事課 44

情報化推進事業 4,570 情報広報課

47

会計名 予算額（千円） 事業課 ページ

国民健康保険特別会計 6,440,407 保険年金課 49

32　財政運営
ふるさと納税管理事務 50,557 財務政策課 46

収納管理事務 76,940 収納課

4870,457 各施設所管課

下水道事業会計 3,859,084 下水道課 52

後期高齢者医療特別会計 2,036,345 保険年金課 50

介護保険特別会計 5,205,434
介護福祉課
（地域福祉課） 51

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

新 規

拡充

拡充

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規
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１３　主要事業概要

１　地域福祉

２　子育て・子育ち支援

１　健やかに暮らす

地域福祉課

事業費 3,896 千円

地域福祉推進事業（ぷらっとホーム事業）

千円

子ども・子育て支援事業
（子育てアプリ運用事業）

子育て支援課

0 千円

主
な
経
費

委託料

その他 0 千円 0 千円
地方債 0 千円 使用料及び賃借料

3,296
600 千円

ぷらっとホームの７箇所目がオープンします

事業費 440 千円

一般財源 3,896 千円 その他の経費

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 千円

　地域の集会所や空き家等を利用し、子どもか
ら高齢者まで、だれもが気軽に立ち寄り交流が
できる場所「にっしん・ぷらっとホーム」が岩
崎地区で立ち上がります。地域の皆さん、新し
い「つどいの場」にお気軽にお越しください。

忙しい子育て世帯をサポートします

一般財源 440 千円 その他の経費 0 千円
千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料

その他 0 千円

440 千円
地方債 0 千円

　子育て世帯や子育て世帯を支えている祖父母世帯を妊娠・乳幼児期
から切れ目なく支援するため、子育て（ウェブ）アプリを令和３年１
月に導入しました。市からの子育てに関する情報の発信に加え、お子
さんの予防接種の時期、成長・発達の記録を手軽に管理できます。
　また、ウェブアプリなので、スマホやタブレットを通じて、家族間
でリアルタイムに共有が可能となり、ご家族みんなでお子さんの成長
を見守ることができます。

拡充
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　市では、児童の放課後の安全・安心な居場所を確保するため、市内の全小
学校区で放課後児童クラブと放課後子ども教室を「放課後子ども総合プラ
ン」として実施しています。
　このうち、東小学校区における放課後児童クラブについては、令和元年度
に策定した「第二期日進市子ども・子育て支援事業計画」におけるニーズ推
計で、ニーズの増加が見込まれたことから、利用者が増加している放課後子
ども教室と合わせて、東小学校地内に増築棟を建設し、令和４年４月から利
用を開始します。

◆想定工事
　施工箇所：東小学校地内
　面積等：延床３２０㎡、２階建

【令和３年度】　建設工事
【令和４年度】　利用開始

4,500 千円
一般財源 0 千円 その他の経費 615 千円

放課後の居場所の充実を図ります

財
源
内
訳

国庫・県支出金 46,920 千円 主
な
経
費

委託料 9,251 千円
地方債

放課後子ども総合プラン施設整備事業 子育て支援課

事業費 106,546 千円

39,000 千円 工事請負費 92,180 千円
その他 20,626 千円 備品購入費

新規

ＰＲ事業
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子育て支援課

事業費 16,946 千円

千円
地方債 千円

千円
0 千円

国庫・県支出金 11,836 千円 主
な
経
費

委託料 6,950

千円 主
な
経
費

委託料 4,644

事業費 4,644

補助金 4,471
その他 0 千円 扶助費 3,990

千円

一般財源 5,110 千円 その他の経費 1,535 千円

財
源
内
訳

ひとり親家庭等の生活の向上を図ります

こども課

千円

千円

　子育てと生計の維持という二重の負担を抱える
ひとり親家庭等に対して、子どもに対する教育支
援とともに、保護者に対する生活支援や就労支援
等の各種支援に取り組み、ひとり親家庭等の自立
促進を図ります。

◆家計管理・生活支援講習会の実施
ファイナンシャルプランナーによる家計管理講

習会を実施し、ひとり親家庭等の生活の向上を図
ります。

地方債 0 千円 0
国庫・県支出金 0

一般財源 4,644 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

土曜日保育の受け皿を拡充します

財
源
内
訳

　土曜日保育で午後２時を超える保
育が必要な方（公立保育園に通う園
児対象）に対して、米野木台西保育
園に加えて、あかいけ箕ノ手保育園
でも実施し、土曜保育の受け皿を拡
充します。

公立保育園管理運営事業
（休日等保育事業）

母子等生活支援事業

拡充

23



◆多胎児支援事業
　多胎児家庭を対象に、健診や各種教室、子育て
サークル等の外出時のサポートを行うことで、外
出できないことによる孤立化や育児への負担感を
軽減し、育児不安の解消を図ると共に、子どもの
健全な発育や発達を促します。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0

健康課

事業費 245 千円

千円 使用料及び賃借料 198 千円

一般財源 245 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

主
な
経
費

通信運搬費 47 千円

その他 0 千円

オンライン保健指導で育児を支援します

健康課

事業費 810 千円

◆妊産婦等オンライン保健指導等事業
　新型コロナウイルス感染拡大等により外出
自粛やソーシャルディスタンスの確保等、新
しい生活様式が求められる中で、保護者、乳
幼児の様子を確認しつつ、育児相談、保健指
導が行えるオンライン相談環境を整備し、育
児支援を行います。

多胎児家庭の外出時のサポートをします

一般財源 405 千円 その他の経費 0 千円

財
源
内
訳

0 千円

810 千円
地方債 0 千円 0 千円

国庫・県支出金 405 千円 主
な
経
費

委託料

保健センター運営事業
（オンライン相談事業）

母子健康推進事業
（多胎児支援事業等）

新規

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業
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５　成人保健

７　社会保障

健康課

事業費 2,857 千円

912 千円
地方債 0 千円 印刷製本費 565 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

消耗品費

その他 0 千円 委託料 448 千円
一般財源 2,857 千円 その他の経費

　子育て世帯の医療にかかる経済的な負担を軽減し、安心して医療が受けられる環
境を整備するために、医療費の助成対象を拡大します。

◆助成対象
拡大前
　　通院：１５歳の年度末まで（１５歳に達する日以後最初の３月３１日まで）
　　入院：１５歳の年度末まで（１５歳に達する日以後最初の３月３１日まで）
　拡大後
　　通院：１５歳の年度末まで（１５歳に達する日以後最初の３月３１日まで）
　　入院：１８歳の年度末まで（１８歳に達する日以後最初の３月３１日まで）

◆実施時期
令和３年４月１日以降に行われた医療を対象とします。

市民の健康増進のための事業を推進します

保険年金課

事業費 698,482

１８歳の年度末まで入院医療費を助成します

685,304 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 130,279 千円 主
な
経
費

報酬（会計年度任用職員）

千円

地方債 0 千円 委託料 9,801 千円
3,019

　「第2次いきいき健康プランにっしん21」に基づき、各種健
康増進事業を実施し、市民の健康づくりを支援します。

◆健康マイレージアプリを導入します
幅広い世代の市民に、自主的な健康づくりを応援する「健康
マイレージ事業」へ参加してもらえるよう、スマートフォン等
で参加ができるアプリを導入します。

健康づくり事業
（健康マイレージ事業等）

子ども・ひとり親家庭等医療費支給事業

千円

932 千円

一般財源 554,301 千円 その他の経費 358 千円
その他 13,902 千円 扶助費

新規

ＰＲ事業

拡充

ＰＲ事業
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地方債 0 千円 委託料 12,824 千円
通信運搬費

地域福祉課

事業費 17,646 千円

42 千円

生活に困っている方の自立を支援します

一般財源 4,796 千円 その他の経費 25 千円
その他 0 千円 扶助費 4,755 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 12,850 千円 主
な
経
費

　生活に困っている方の自立を支援するため、相談支援や住居確保給付金の支給、
一時生活支援など様々な支援を行います。令和３年度からは新たに就労準備支援事
業を実施します。

◆就労準備支援事業
　生活困窮者の方等で、昼夜逆転の生活を送っていたり対人コミュニケーションに
不安があるなど、直ちに就労することが難しい方を対象に、支援員による居場所で
の訓練や講座などを通じて、日常生活の自立などを支援します。

生活困窮者自立支援事業
新規

ＰＲ事業
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８　防災・危機管理

９　消防・救急

防災交通課

防災交通課

95 千円

防災行政無線を新規格対応機器に更新します

常備消防事業

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

負担金 860,815 千円
地方債 0 千円 0 千円
その他

事業費 千円

　消防広域化によるスケールメリットを生かした消防体制の充実強化、消防力の効果的な
運用が図られるよう、構成５市町が連携して消防組織の運営に係る費用を負担します。

◆今後の予定
　令和３年度：車両更新
　令和４年度：車両更新、高機能消防通信指令システム更新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（基本設計）
　令和５年度：車両更新、高機能消防通信指令システム更新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実施設計）

0 千円 0 千円
一般財源 860,815 千円 その他の経費 0 千円

消防力の強化、効果的な運用を図ります

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

通信運搬費 328 千円
地方債 60,000

一般財源 3,823 千円 その他の経費

千円 委託料 72,952 千円
その他 10,301 千円 使用料及び賃借料 749 千円

２　安全・安心を高める

事業費 74,124 千円

防災情報システム等維持整備事業

　災害対策本部と各避難所・避難場所等との重要通信を
行う防災無線を無線通信規則の新スプリアス規格に対応
した機器への更新を行い、継続して使用できるように対
応します。

860,815

新規
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１０　交通安全・防犯・消費者行政

防災交通課

事業費 5,917 千円

869 千円国庫・県支出金財
源
内
訳 一般財源 4,093 千円

千円

負担金 979 千円

　事故の当事者となる可能性が高い、高齢者、幼児、小学生などを中心とした交通安全対
策事業を実施することにより、市内における交通事故の減少に繋げます。

0 千円

421 千円
3,648 千円

その他の経費

　消費者の皆様が安心して消費生活を営むことができる地域
社会づくりを目指し、消費者行政の充実強化に継続的に取り
組みます。業者とのトラブル、商品やサービスについて「お
かしいな」「不安だな」と思ったときは、日進・東郷消費生
活センターへお気軽にご相談ください。

日進・東郷消費生活センター　日進市役所本庁舎２階
電話：０５６１－５６－００３９
受付時間：月・火・水曜日　午後１時～３時３０分
　　　　　　　　　木曜日　午前９時～１１時３０分
　　　　　　　　　　　　※祝日・休日・年末年始を除く。

その他 0 千円 補助金

財
源
内
訳

国庫・県支出金 1,558 千円 主
な
経
費

謝礼

ヘルメット購入補助の対象者を拡大します

事業費 3,157 千円

市民協働課

◆交通安全教室等の開催
　園児とその保護者、障害者団体及び高齢者等を対象とした
交通安全教室を実施します。あわせて、啓発品を配布し交通
安全に対する意識を高めます。
◆自転車乗用ヘルメット着用促進事業
　現在のヘルメット購入補助について、県との協調事業によ
る対象者の拡大、補助の拡充を行い、自転車乗車時のヘル
メット着用を推進します。
◆高齢者安全運転支援装置設置促進事業
　高齢ドライバーを対象として、後付けによる踏み間違い等
による急加速抑制装置の設置を促進し、高齢ドライバーの事
故防止及び事故時の被害軽減を図ります。

消費生活支援事業

2,114 千円
地方債 消耗品費 590

地方債 0 千円
1,824 千円 主

な
経
費

消耗品費

交通安全推進事業

消費生活センターへお気軽にご相談ください

一般財源 1,227 千円 その他の経費 265 千円
その他 372 千円 委託料 188 千円

拡充

ＰＲ事業
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交通安全を図るための環境整備を行います

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

工事請負費 13,000 千円
地方債 0 千円 0 千円
その他 0 千円 0 千円
一般財源 13,000 千円 その他の経費 0 千円

交通安全対策事業 道路建設課

事業費 13,000 千円

　市民が安心して暮らせるように防護柵
や区画線設置などの道路環境整備を行
い、交通安全の確保を図ります。また、
地域住民、警察、学校と連携を図りなが
ら、路肩や交差点のカラー塗装等を行う
ことにより、通学路の安全を確保しま
す。
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１１　道路

千円 その他の経費 0 千円

財
源
内
訳

0 千円

35,344 千円4,004 千円 主
な
経
費

その他 0 千円

老朽化する道路施設を予防的に補修します

一般財源 35,540

4,200

道路建設課

0 千円 工事請負費 94,000 千円

道路の安全確保のため道路整備を行います

事業費 39,544 千円

一般財源 101,250 千円

千円
国庫・県支出金 委託料

地方債 0 千円 負担金

主
な
経
費

３　暮らしやすいまちを創る

事業費 101,250 千円

道路改良事業 道路建設課

委託料
地方債

その他の経費

6,500 千円

その他 0 千円 負担金 750 千円
0 千円

道路長寿命化事業

財
源
内
訳

国庫・県支出金

　道路利用者の安全性、快適性を確保
するために、関係機関や地域からの要
望、交通事故発生状況等を踏まえて、
道路整備等を行います。

0 千円

　今後、過去に設置した道路施設（橋梁、横断歩道
橋、舗装等）が老朽化し、補修が必要となる件数が
増大、あるいは橋梁の架け替えや大規模な修繕工事
などが生じる事が想定されます。
　このため、継続的に維持管理を行い、かつ大規模
な工事が生じないように修繕計画に基づき順次予防
的な修繕工事を行うことによって、ライフサイクル
コストの縮減を図ります。
また、橋梁と横断歩道橋については、法令により

５年毎の定期点検が義務付けられており、適時実施
し、それに基づき修繕計画の見直しを行います。
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１２　公共交通

財
源
内
訳

くるりんばす路線の部分改編に取り組みます

千円

千円
地方債 千円

国庫・県支出金 7,500 千円 主
な
経
費

工事請負費

千円 補助金 21,784
一般財源 173,866 千円 その他の経費
その他

千円
千円

1,000

113,305 千円 その他の経費 0

1,340
1

スマートインターチェンジの整備を行います

公共交通対策事業
（くるりんばす、地域公共交通計画等）

千円

0 千円 負担金 157,243

移動政策室

事業費 181,367

財
源
内
訳

事業費 162,689 千円

千円

629 千円
地方債 0 千円 費用弁償 385 千円

国庫・県支出金

千円 委託料

東名高速道路へのアクセス性向上による産
業振興・物流効率化や、一般道の渋滞緩和、
観光施設及び防災拠点へのアクセス向上など
の効果が期待される（仮称）東郷スマートイ
ンターチェンジの整備を推進します。

令和３年度は、周辺住民の生活環境等によ
り配慮した計画とするため、国土交通省・中
日本高速道路株式会社・愛知県等と検討・調
整を行い詳細設計等を実施するとともに、用
地調査等に着手し、事業を計画的に行ってい
きます。

37,694

スマートインターチェンジ整備事業 基幹施設整備課

◆くるりんばす運行
民間バス事業者を運行事業者として、国

の補助金を活用しながら、くるりんばすを
運行します。また、路線の見直しを進める
ことで、より市民ニーズに応えた運行を目
指します。

◆地域公共交通計画の策定
くるりんばすなどの公共交通利用の実態

把握や市民意見の聴取・分析等を行い、次
期地域公共交通計画の策定を行います。

11,690 千円 主
な
経
費

報償金

その他
一般財源

161,675

スマートＩＣ整備予定箇所（東郷ＰＡ）

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業
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１３　住宅・市街地形成

6,318 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

0 千円 主
な
経
費

委託料

地域活性化の拠点施設の整備を行います

（仮称）北部土地区画整理組合設立支援事業

事業費 6,318 千円

6,318 千円
地方債 0 千円 0 千円

一般財源

区画整理課

9 千円
その他 0 千円 工事請負費 27,301 千円

主
な
経
費

報償金 37 千円
千円 委託料 1,160 千円0

一般財源

財
源
内
訳

国庫・県支出金

北部地区の新しい街づくりを計画しています

財
源
内
訳

国庫・県支出金
地方債

9,028 千円

19,479 千円 その他の経費

事業費 28,507 千円

道の駅整備事業 基幹施設整備課

　地域活性化の拠点施設として、都市活力やにぎわいが創出され、持続的なまちの発展と活力につ
ながっていく「道の駅」の整備を目指し、周辺道路等の整備や条例制定など管理運営に係る業務を
推進します。

◆設計の概要
（１）整備路線　主要地方道　瀬戸大府東海線
（２）計画地　　日進市　本郷町前田　地内
（３）敷地面積　約２０，０００㎡
（４）建築面積　約２，２００㎡（地域振興施設）
（５）構造　　　鉄骨造　地上１階
（６）概算事業費
　　　・道の駅整備費　　　　約１４億円
　　　・周辺道路等整備費　　　約２億円
　　　・用地購入費（日進市分）約５億円

　リニモの長久手古戦場駅・芸大通駅や
名古屋瀬戸道路長久手インターチェンジ
に近接した交通利便性や当地区がもつ魅
力や特性を最大限に活かし、日進市の北
のエントランス（玄関口）にふさわしい
まちを土地区画整理事業により整備して
いきます。
　令和３年度は、認可申請図書を作成す
るほか、令和４年度中の組合設立認可を
目指し、必要となる支援を行います。

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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千円
千円

赤池箕ノ手地区の土地区画整理事業の推進を図ります

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

補助金 11,155 千円
地方債 0 千円 0 千円

一般財源 11,155 千円 その他の経費 0
その他 0 千円 0

区画整理課日進駅西土地区画整理組合推進支援事業

事業費 24,000 千円

事業費 11,155 千円

日進駅西地区の土地区画整理事業の推進を図ります

赤池箕ノ手土地区画整理組合推進支援事業

一般財源 16,000 千円 その他の経費 0 千円

区画整理課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 8,000

その他 0

千円 主
な
経
費

補助金

0 千円

24,000 千円
地方債 0 千円 0 千円

千円

　名鉄豊田線日進駅から西へ約１ｋｍとい
う好立地を活かし、新しいまちを形成して
いきます。
  市補助金を投入することで道路、水路、
公園等公共施設の整備改善を促進し、良好
な都市環境と居住環境の形成を支援してい
きます。
　令和３年度は、整地工事等を行います。

　市街化区域内の低未利用地における計画的な市街地整備を支援し、市の西
の玄関口にふさわしい都市環境と居住環境の創造と道路、水路、公園等公共
施設の早期整備や改善を促進するため、市補助金を支出することにより赤池
箕ノ手土地区画整理事業を支援していきます。

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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香久山西部地区の土地区画整理事業の推進を図ります

香久山西部土地区画整理組合推進支援事業

　既存の市街地である香久山と日生梅森園に囲まれた低未利用地にて、新し
いまちを形成していきます。
  市補助金を投入することで道路、水路、公園等公共施設の整備改善を促進
し、良好な都市環境と居住環境を形成するための支援をしていきます。
　令和３年度は、整地工事等を行います。

区画整理課

区画整理課

0 千円
その他 0 千円 0 千円

0 千円

橋梁整備のための交通量調査等を行います

財
源
内
訳

千円
その他 0 千円 0 千円

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料

香久山西部土地区画整理地区外関連事業

事業費 9,845 千円

一般財源 9,845 千円 その他の経費

千円
千円

地方債 0 千円 0
9,845

財
源
内
訳

国庫・県支出金 48,766 千円 主
な
経
費

補助金

事業費 146,300 千円

146,300 千円
地方債 87,000 千円

一般財源 10,534 千円 その他の経費 0

　既存の市街地である香久山と日生梅森園に囲ま
れた低未利用地にて、新しいまちを形成していき
ます。
  地区内の１２mの主要区画道路と、香久山地区
（株山環状線）をつなぐ橋梁を整備するため、交
通量調査等を行います。

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業
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１５　上・下水道

１６　環境負荷の少ない地域社会の形成

環境課

3,500 千円

浄化槽汚泥等受入施設の整備費を負担します

環境基本計画推進事業
（環境基本計画策定事業）

事業費 3,500 千円

財
源
内
訳

0 千円
3,500 千円 その他の経費 0 千円

環境基本計画に係る自然環境調査を行います

　平成１５年度に策定した「日進市環境基
本計画」が令和５年度に目標年度を迎える
ことから、次期環境基本計画の策定に向け
て取組を進めてまいります。
　令和３年度は令和２年度に引き続き、計
画の基礎資料となる市内の自然環境調査を
実施します。

環境課

0 千円
その他 106,960 千円 0 千円

地方債 0 千円 0 千円
国庫・県支出金 0 千円 主

な
経
費

委託料

その他 0 千円
一般財源

164,655 千円
地方債 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

負担金

浄化槽汚泥等受入施設整備事業

事業費 164,655 千円

一般財源 千円 その他の経費57,695

　本市及び東郷町のし尿・浄化槽汚泥を処
理している日進美化センターは、昭和５３
年から供用開始後約４０年が経過しており
施設が老朽化しているため、令和４年度か
ら隣接する日進市南部浄化センターにおい
て処理が行えるよう、下水道事業会計で実
施する受入施設の整備に対して負担金を支
出します。
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１７　ごみの適正管理と再資源化の推進

一般廃棄物処理基本計画の見直しを行います

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委員報酬 630 千円
地方債 0 千円 委託料 2,700 千円
その他 0 千円 0 千円

一般財源 3,330 千円 その他の経費 0 千円

ごみ・資源収集処理事業
（一般廃棄物処理基本計画策定事業）

環境課

事業費 3,330 千円

　平成２３年度に策定し、平成２８年度に第１回中
間見直しを行った「日進市一般廃棄物処理基本計
画」が、前回見直しから５年を迎えることから、社
会状況の変化を踏まえ、２回目の中間見直しを進め
ます。
　令和３年度は令和２年度に実施したアンケート調
査結果を踏まえ、目標値等の見直しを実施します。

36



２０　農業の振興

農政課

農政課

◆地域が連携して、有害獣による農作物への被害、住宅地での出没を防止します
日進市鳥獣被害防止計画に基づき、猟友会・農協・市で組織する日進市鳥獣被害防止対策協議会

が立上り、今まで以上に地域との連携を強化し、有害獣対策に取り組みます。猟友会等と協議し適
切な場所に箱罠を設置し、さらに箱罠にセンサーを取り付けることで、捕獲の効率化を図り、農作
物被害の軽減、住宅地付近へのイノシシ等の出没防止を図ります。
　そのほか、地域の有害鳥獣捕獲活動の担い手を確保するため、狩猟免許取得に必要な費用を補助
し、農作物の防護を目的に防護柵を設置する市民に対しては、その経費の一部を補助します。

◆地域農業の担い手である農事組合法人等の支援を強化します
地域農業を担う農事組合法人等の立上げとその経営を支援していきます。
昨年度から、営農用機械を導入するために要する経費の一部の補助を始めましたが、今年度から

新たに法人等の事務負担の軽減のため、経理に要する経費の一部について、支援を始めます。

　農業の活性化、収益の向上のため、農産物の加
工・販売に取り組む、農業の６次産業化を支援しま
す。様々な技術やノウハウを持っている商工業者や
大学、就労先の不足や工賃の低さ等が課題になって
いる福祉分野などあらゆる資源とマッチングを図
り、農業の６次産業化を推進します。
　また、産業まつり等で事業者が取り組む６次産業
化商品の試食・販売などを実施し、その取組をＰＲ
していきます。

農業経営者支援事業

６次産業化推進事業

農産物を活用した新商品の展開を支援します

◆市内のあらゆる資源のマッチングを図り、農産物を活用した新商品の開発、販路開拓
を支援します

一般財源 350 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

消耗品費

農業者を支援し持続可能な農業を展開します

事業費 350 千円

50 千円
地方債 0 千円 補助金 300 千円

千円

一般財源 4,211 千円 その他の経費 112 千円
その他 0 千円 補助金 2,010 千円

４　産業の魅力を高める

事業費 4,211 千円

地方債 0 千円 委託料 1,985 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

消耗品費 104

拡充

新規

ＰＲ事業
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２１　商業の振興

企業団地開発の実施に向けた検討を進めます

財
源
内
訳

事業費 1,585 千円

千円
地方債 0 千円 委託料 347 千円

一般財源 1,585 千円 その他の経費 138 千円
その他 0 千円 工事請負費

産業振興課

企業誘致室

　市内中小企業者の経営の安定化・合理化
のため、特にコロナ禍による経営不振から
市内中小企業者が一日も早く立ち直れるよ
う支援していくため、商工会による経営改
善普及事業及び一般事業を補助するほか、
商工会員で愛知県信用保証協会の信用保証
を得て融資を受けたものに対してその融資
額に係る信用保証料の一部を補助します。

96

企業誘致促進事業

商工業振興事業
（商工会経営改善普及事業補助等）

一般財源 52,548 千円 その他の経費 58 千円
その他

1,004 千円

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

普通旅費

市内中小企業者の経営安定化を支援します

120,000 千円 貸付金 120,000 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 450 千円 主
な
経
費

印刷製本費

事業費 172,998 千円

55 千円
地方債 0 千円 補助金 52,885 千円

　日進東部地区における企業団地開発の
実現に向けて、愛知県企業庁と共同で推
進を図ります。
　令和３年度も開発決定に向けた廃棄物
埋設確認調査等を行います。

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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２２　観光まちづくりの推進

地域の魅力とまちへの誇りを高めるために

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

◆シティプロモーション指針の策定
シティプロモーションとは、市の魅力を発掘・創造して、これを市内外に発信すること

で、地域の統一イメージを形成し、都市のブランド力を高めるための取組であり、市民が
まちの魅力に共感し、他人に語れる状態にしていくという姿を目指しています。
シティプロモーションは、今年度からスタートする総合計画や総合戦略に掲げる目標を

達成するための手段ですので、まずは本市としての”在りたい姿・価値観の共有”から進
めていきます。

◆観光まちづくりの推進
地域の魅力向上を目的にまちミル博覧会を開催するほか、「杲流  純米吟醸  夢吟香」

の販売促進、関連商品の開発とともに、杲流に続く地域ブランドの創出にも取り組みま
す。

修繕料 687 千円
地方債 0 千円 委託料 2,700 千円
その他 0 千円 補助金 5,938 千円
一般財源 9,895 千円 その他の経費 570 千円

観光振興事業 産業振興課

事業費 9,895 千円

こうりゅう じゅんまいぎんじょう ゆめぎんが
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２３　学校教育

５　学びと文化で未来を創る人財を育てる

高等学校等補助事業 教育総務課

事業費 10,690 千円

地方債 0 千円 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

補助金 10,690 千円

一般財源 10,690 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 千円

学ぶ意思のある高校生を応援します

　教育に係る費用は、低所得世帯には依
然として負担が大きく、経済的な理由に
より修学が困難な生徒は少なくありませ
ん。家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ
意志のある高校生等が安心して教育を受
けることができるよう、家庭の教育費の
負担軽減を図ります。
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財
源
内
訳

国庫・県支出金 15,246 千円 主
な
経
費

委託料 109,950

小・中学校管理事業（ＩＣＴ教育環境整備
等）（一部Ｒ２からの繰越含む）

教育総務課

事業費 577,980 千円

千円
地方債 12,000 千円 使用料及び賃借料 262,161 千円

一般財源 547,927 千円 その他の経費 168,889 千円
その他 2,807 千円 工事請負費 36,980 千円

小中学校の教育環境づくりを進めます

　子どもたちは一日の多くの時間を学習・生活の場所である学校で過ごして
います。より良い環境で子どもたちが授業に臨み、安全・安心な学校生活を
送ることができるよう、また、災害時には地域住民の避難所となることか
ら、安全性が確保できるよう、施設の適切な維持管理や計画的な修繕・改修
が重要となります。
　併せて、教職員校務の効率化やGIGAスクール構想の実現、学習指導要領に
即した授業の適切な実施に向けたICT等の教育環境の整備に取り組みます。ま
た、新型コロナウイルス感染症対策として、消毒業務を実施します。

◆学習者用タブレット端末リース
　GIGAスクール構想の実現に向けて整備した1人1台のタブレット端末を児童
生徒の学びに取り入れて活用します。

◆施設消毒業務
　児童生徒がよく触れる箇所を重点的に消毒します。

◆校舎窓ガラス飛散防止対策工事（繰越事業　34,480千円）
　地震や災害による窓ガラスの飛散防止のための工事を順次進めます。

ＰＲ事業
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財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

教材用消耗品費 3,157

小・中学校運営強化事業
（水泳授業委託等）

学校教育課

事業費 8,913 千円

千円
地方債 0 千円 委託料 3,696 千円

一般財源 8,913 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 使用料及び賃借料 2,060 千円

小中学校の教育環境を充実させます

◆デジタル教科書を全教科導入します。
教育ICT環境整備の一環として小・中学校全教科で指導者用のデジタル教科

書を導入し、プロジェクター等のICT機器を活用した学習を行います。

◆小学校で水泳授業の委託を開始します。
香久山小学校のプール指導の民間委託を実施し、教員の負担軽減や指導の

効率化を図ります。プールの大規模改修が必要となった学校を対象として先
行的に実施する試みです。

新規

ＰＲ事業
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２４　生涯学習の推進

財
源
内
訳

国庫・県支出金 384 千円 主
な
経
費

謝礼 1,014

家庭教育推進事業
（地域学校協働活動事業）

生涯学習課

事業費 5,414 千円

千円
地方債 0 千円 委託料 4,400 千円

0 千円 主
な
経
費

保険料

一般財源 5,030 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

学校を核とした地域づくりを推進します

　学校・家庭・地域が連携・協働のも
と、学校を拠点として地域の人材・資
源を有効活用することにより、子ども
達の健全かつ安全な成長に寄与すると
ともに、学校を核とした地域づくりを
推進します。また、幅広い地域住民等
の積極的な参加を得ることにより、そ
の地域の特性を生かした学校支援活
動、家庭教育支援活動などを円滑かつ
効果的に実施できるよう体制を整備し
ます。

市民会館・ふれあい工房管理運営事業 生涯学習課

事業費 116,023 千円

施設の一体的管理により利活用を推進します

　指定管理者の更新に伴い、中核的な生涯学
習施設である市民会館と比較的小規模な施設
であるふれあい工房を一括して委託すること
で、人材の効果的な活用と業務の効率化を図
るとともに、より高い市民サービスを積極的
に提供する体制を整備します。
　また、生涯学習の推進と文化活動、余暇活
動の充実により個性豊かな地域文化を創造す
るため、芸術文化に接する機会の提供と情報
発信を行う拠点として、施設の利用促進と有
効活用につながる事業を実施します。

一般財源 116,021 千円 その他の経費 21 千円
その他 2 千円 使用料及び賃借料 488 千円

財
源
内
訳

89 千円
地方債 0 千円 委託料 115,425 千円

国庫・県支出金

拡充
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３０　行政運営

情報広報課

仕事の効率性・生産性を高めます

情報化推進事業

千円
地方債 0 千円 千円

千円0一般財源 4,570 千円 その他の経費

財
源
内
訳

国庫・県支出金 委託料 440 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

使用料及び賃借料

その他 0 千円 0

0 千円 主
な
経
費

　ＡＩ-ＯＣＲを県及び他市町村と共同で導入し、
ＲＰＡ等の先端技術を利用して事務の自動化を進
めています。
　また、新たな生活様式に対応するため、ウェブ
会議システムやビジネスチャットを導入すること
で、これまで以上の効率的・生産的なコミュニ
ケーションを可能とし、円滑な行政運営を目指し
ます。

その他 0 千円

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市議会傍聴のための来庁自粛をお願いしています。
　会議の模様をインターネットで視聴できるように、これまでの本会議の映像配信に追加して、令
和３年第１回定例会より、常任委員会等の映像配信を行います。
　感染症拡大防止に限らず、傍聴人数の制限に妨げられることなく、様々な事情により来庁が困難
な方にも、来庁せずに委員会等を傍聴していただけます。
　市民の傍聴の権利を守り、日進市自治基本条例及び日進市議会基本条例に基づく「開かれた議
会」を目指します。

◆新たに配信する会議
・常任委員会及び議会運営委員会のうち議案等の審査を行う会議
・議長及び副議長選挙の立候補に係る所信表明を行う会議

千円

市議会の委員会等の映像配信を行います

事業費 4,570 千円

一般財源 757 千円 その他の経費 0 千円

0
千円

4,570

使用料及び賃借料地方債
千円

3170 千円
0

６　地域の自治力と行政経営力を高める

事業費 757 千円

議会運営事務
（議会映像配信事業）

議事課

新規
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財
源
内
訳

住民票等のコンビニ交付を実施します

一般財源 2,728 千円 その他の経費
910

事業費

千円

220千円 主
な
経
費

委託料

その他

◆概要
全国のコンビニエンスストア等で、マイナンバーカードを利用して住民票

等の証明書が取得できるサービスです。来庁することなく、近くのコンビニ
エンスストア等で住民票等を取得することができ、市民サービスの向上や窓
口の混雑緩和による新型コロナウイルス感染症の拡大防止に繋がります。

◆対象者
マイナンバーカードを所有している市民及び本籍地が日進市の方

◆証明書交付日時
年末年始を除く午前６時３０分から午後１１時まで

◆証明書交付内容
住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄本・抄本、戸籍の附票、所得証明書、課

税証明書

3,058 千円

総合案内・証明書等発行事業
（コンビニ証明書交付事業）

市民課

千円
地方債 0

330
千円 使用料及び貸借料 1,584 千円

0

千円 負担金
千円344

国庫・県支出金

新規

ＰＲ事業
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３２　財政運営

その他の経費

地方債 委託料 39,542

◆クラウドファンディング（ＣＦ）の実施
　ふるさと納税は、税金の使い方を指定できるのが特徴の一つです。昨年度
は新型コロナウイルス対策や子ども用の本の充実に向けてＣＦを実施しまし
た。今年も使い道を明確にし、市内外の方々から賛同いただけるようなテー
マでＣＦを実施します。

◆本市返礼品の充実
　令和２年度より、受付サイトを８サイト増やし、合計１１サイトで寄附受
付を開始しました。より多くの方に本市を知ってもらうため、本市へ寄附し
やすい環境づくりを進め、市内パートナー企業の産業支援とともに、返礼品
による本市ＰＲに努めます。

◆楽器寄附ふるさと納税と寄贈型ふるさと納税の継続実施
　楽器寄附ふるさと納税は、学校で必要としている楽器を、専用サイトから
全国へ寄附を募ります。令和元年１０月から開始し、全国の方から多くの楽
器寄附が寄せられています。
　寄贈型ふるさと納税は、令和２年７月から、市内で活動する社会貢献団体
に、返礼品を寄贈してもらう仕組みを開始しました。
　本取組をきっかけとして関係人口増加を目指します。

6,743 千円
一般財源 50,557 千円

寄附で「今日より、良い明日」へつなげます

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

手数料

その他 0 千円 使用料及び賃借料

2,462 千円
0 千円

1,810 千円

財
源
内
訳

千円

事業費 千円

ふるさと納税管理事務 財務政策課

50,557

ＰＲ事業
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いつでも納税できる環境を継続します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 9,088 千円 主
な
経
費

その他 0 千円 償還金、利子及び割引料 68,598 千円
一般財源 67,852 千円 その他の経費

報酬（会計年度任用職員） 839 千円
地方債 6,775 千円

728 千円

収納管理事務 収納課

事業費 76,940 千円

0 千円 手数料

　納め忘れのない口座振替、金融機関の時間外で
も納付できるコンビニエンスストアに加え、いつ
でも・どこでも納税できるスマートフォン決済ア
プリを使用した納税環境を継続します。また、納
付額の確認、過誤納金の適正な還付、充当処理を
行っていきます。
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事業費 70,457 千円

修繕予算枠

千円 監理料 0 千円
国庫・県支出金 0 千円 主

な
経
費

設計料

その他 0 千円

　また、令和２年度に前倒して、実施している事業は次のとおりです。

　平成３０年度から第２次経営改革プランに基づき市有建築物の老朽化対策等を計画的に
推進し、市有建築物の長寿命化や財政負担の平準化を図るため「修繕予算枠」を設けまし
た。
　各施設ごとの優先順位を、保全計画上の適時性、物的緊急性、最適化性、付加的要因等
の評価項目ごとに点数化することで対象事業を決定しています。
　令和３年度の「修繕予算枠」による事業概要は次のとおりです。

60,612 千円
一般財源 70,457 千円 その他の経費 0 千円

財
源 工事請負費

9,845 千円
地方債 0

中事業名 担当課 金額 施設名 概要

公立保育園維持整備事業 こども課 54,017千円 各保育園
トイレ改修工事監理
トイレ改修工事

東小学校
外壁改修工事監理
外壁改修工事

西小学校 空調（職員室）改修工事

日進西中学校
空調（職員室）改修工事
空調（図書室）改修工事

小・中学校管理事業 教育総務課 135,310千円

中事業名 担当課 金額 施設名 概要

にぎわい交流館管理運営事
業

市民協働課 1,100千円 にぎわい交流館 屋上防水改修工事

東部保育園 屋上防水改修工事

西部保育園 空調（増築棟）改修工事

北小学校 外壁（南棟）改修工事設計

日進中学校
屋上防水・外壁（特別教室・武道
場）改修工事設計

文化施設維持修繕事業 生涯学習課 4,106千円 市民会館
ハロゲン化物消火設備容器弁取
替工事

スポーツ施設維持修繕事業 生涯学習課 14,976千円 スポーツセンター

空調（第2競技場）改修設計
排煙換気窓開閉装置更新工事
非常照明用鉛蓄電池更新工事
空調（冷却塔）改修工事
空調冷却水ポンプ更新工事

給食センター施設・設備維持
管理事務

学校給食セ
ンター

29,700千円 学校給食センター 給排水管（蒸気配管）改修工事

こども課公立保育園維持整備事業 13,623千円

6,952千円教育総務課小・中学校管理事業
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主な特別会計

国民健康保険特別会計 保険年金課

予算額 6,440,407 千円

　国民健康保険特別会計は、総額が６４億４，０４０万７千円となり、６，
１０１万４千円、０．９％の減少となります。

【歳入】
　国民健康保険税は１３億９，２５７万４千円で、加入者の減少や新型コロ
ナウイルス感染症の影響による所得の減少等の影響により、４，５６９万９
千円、３．２％の減少となります。
　県支出金は４３億１，３５１万５千円で、歳出の保険給付費の減少等の影
響により、１，７８９万３千円、０．４％の減少となります。
　繰入金は７億２，８７７万１千円で、保険税据え置きの影響等から１，４
３７万４千円、２．０％の増加となります。繰入金のうち、一般会計繰入金
は５億１，５４４万１千円、基金繰入金は２億１，３３３万円となります。
また、一般会計繰入金のうち法定外繰入金は１億９，１６０万円となりま
す。

【歳出】
　保険給付費は４２億７，７９２万円で、加入者の減少等の影響により、
４，２１０万４千円、１．０％の減少となります。
　国民健康保険事業費納付金は、２０億１，６６８万２千円で、保険給付費
等の伸び等から３９２万２千円、０．２％の増加となります。

【主な事業】
  各種保険給付事業のほか、医療費適正化の取り組みとして、特定健康診査
や特定保健指導、特定健康診査の受診率向上のための受診勧奨、糖尿病性腎
症重症化予防事業を引き続き実施します。

国民健康

保険税, 
21.6%

県支出金, 
67.0%

繰入金,11.3% 諸収入等, 
0.1%

歳入
総務費, 0.6

%

保険給付費,66.4%

国民健康保険事業

費納付金,31.3％

保健事業費,1.3%

諸支出金, 0.2% その他, 0.2%歳出
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後期高齢者医療特別会計 保険年金課

予算額 2,036,345 千円

　後期高齢者医療制度の運営は、県内の全市町村が加入する愛知県後期高齢
者医療広域連合（以下「広域連合」という。）が主体となり、市町村と事務
を分担して行います。
　広域連合は、資格の認定･管理、保険料の賦課や医療給付等の事務を行いま
す。市町村は、窓口事務(各種届出･申請等受付）、保険料の徴収や健診等の
事務を行います。
　後期高齢者医療特別会計は、保険料及び一般会計からの繰入金等で運営し
ており、収納した保険料等を広域連合に納付する後期高齢者医療広域連合負
担金が歳出中の９６．３％を占めています。

【歳入】
　後期高齢者医療保険料は１１億４，７７１万６千円で、新型コロナウイル
ス感染症の影響等による所得の減少や収納率の低下を見込み、７，９００万
６千円、６．４％の減少となります。
　繰入金は８億５，０００万１千円で、コンビニ収納対応のためのシステム
改修費等による事務費が増加するものの、新型コロナウイルス感染症の影響
による受診控えにより療養給付費市費負担分等の減少を見込み、４，１５８
万円４千円、４．７％の減少となります。

【歳出】
　後期高齢者医療広域連合納付金は１９億６,０３０万７千円で、療養給付費
市費負担分の減少を見込んだことから、１億３，２４２万９千円、６．３％
の減少となります。

【主な事業】
  健診事業に加え、健診データやレセプトデータをもとに効果的なフレイル
対策に向けた保健事業と介護予防の一体的事業を実施します。

後期高齢

者医療保

険料, 
56.4%

繰入金, 
41.7%

諸収入, 
1.9%

歳入
総務費, 

3.6%

後期高齢者医療広域連

合納付金, 96.3%

諸支出

金, 0.1%

歳出

50



　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ、５２億５４３万４千円となり、令
和２年度と比較して、３億２，４５７万円、５．９％減少しています。
　主な要因としては、第８期介護保険事業計画で推計した介護サービス見込量に
ついて、介護給付費が令和２年度と比較して減額したためで、新型コロナウイル
ス感染症の影響のため、介護サービスの利用控え等を考慮したことによるもので
す。

【主な事業】
◆保険給付費
　第８期介護保険事業計画において、要介護・要支援認定者数を１０．４％増、
総給付費を２．９％減と推計し、令和２年度と比較して３億１，８６６万９千円
６．２％減少しています。
◆地域支援事業費
　団塊の世代の人が全て後期高齢者となる２０２５年を見据え、第８期高齢者ゆ
めプランに掲げた施策を展開していくことにより、地域包括ケアシステムの深
化・推進を図り、引き続き高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止に取り組み
ます。

介護福祉課
(地域福祉課)

予算額 5,205,434 千円

介護保険特別会計

保険料, 
24.7％

国庫支出

金, 18.0％
支払基金

交付金, 
25.4％

県支出金, 
14.0％

繰入金, 
17.7％

その他, 
0.2％

歳入

総務費, 1.7％

保険給付

費, 92.4％

地域支援事

業等費, 
5.6％

その他, 
0.2％

歳出

地域において自立した日常生活が送れるよう、栄養改善等を目的とした配食
サービスを実施する等介護予防・生活支援サービス事業の充実を図ります。
介護・医療・健診情報等を活用し、フレイル等介護リスクのある高齢者を多様
な介護予防活動につなげる等介護予防の推進を強化していきます。

在宅医療・介護連携推進事業
在宅医療・介護連携支援センターを中心に、入退院支援や看取り等の様々な局
面における在宅医療・介護連携のあるべき姿を共有した上で、関係機関が連携
して支援の質を向上させるための研修等を充実していきます。

認知症施策推進事業

認知症の方が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるまちづくりを目指
し、ご本人のニーズを活かした支援を行う仕組みであるチームオレンジの構築
に向けた認知症サポーターステップアップ研修の実施等、地域における支え合
いの仕組みづくりを進めます。

生活支援体制整備事業

生活支援コーディネーター等を中心に、生活支援サービスの担い手養成のほ
か、各地域の実情に合わせて、住民が主体となって関係者間の連携により、高
齢者の移動支援やワンコインサービスなど日常生活の困りごとを支援する体制
づくりを進めていきます。

介護予防・日常生活支援総合事業
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収益的収支 資本的収支

247,124千円

13,837千円

422,630千円

75,900千円

368,370千円

下水道事業会計 下水道課

予算額

千円 資本的支出 1,815,000 千円

ストックマネジメント計画に基づく老朽化
施設の長寿命化対策として、電気設備の各種
計測機器の更新を北部浄化センター、南部浄
化センターで行います。

　昨年度に引き続き、南部処理区の管渠埋設工事と老朽化管渠の改築更新工事
を施工するとともに、処理場の老朽化施設の改築更新についても施工します。
　また、広域化・共同化による効率的な事業運営を図るため、南部浄化セン
ターで日進市、東郷町及び長久手市の浄化槽汚泥等を受け入れるために必要な
施設整備工事を進め、令和４年度の供用開始を目指します。

◆下水道管渠埋設工事

下水道事業収益 2,139,717 千円 資本的収入 1,512,196 千円
下水道事業費用 2,044,084

◆浄化槽汚泥等受入施設建設工事業務

　昨年度から着手している、浄化槽汚泥等受入施設の機械・電気工事を完了さ
せ、引き続き場内道路等の整備を行います。また、同時に増設する、重力濃縮
施設の工事を完了させます。

　赤池地区及び藤枝地区において、管渠埋設工事を行います。また、令和２年度
に管渠を埋設した赤池地区及び藤枝地区では、舗装復旧工事を行います。

◆下水道管渠改築工事
　昨年度に引き続き、管渠改築（更生及び布
設替え）工事を行い、管路の長寿命化を図り
ます。
　また、令和２年度に改築工事を行った個所
の舗装復旧工事を行います。

　昨年度から着手している汚泥脱水施設の更
新工事を完了させます。

◆計装設備更新工事業務

◆汚泥脱水施設更新工事業務  

管渠埋設工事

舗装復旧工事

管渠改築工事及び舗装復旧工事

受入施設新設

汚泥脱水施設改築

重力濃縮施設増設

南部浄化センター

舗装復旧工事

管渠埋設工事
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